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令和５年度鹿児島県医療的ケア児支援連絡協議会において挙げられた

主な課題とその対応状況について 

 

No. 委員からの御意見 対応状況 

1 

医療的ケ

ア児等の

支援体制

に関する

こと 

支援センターをセンタ

ーオブセンターとして，

地域毎に自立支援協議

会や基幹相談支援セン

ター等が核となって活

動していただくような

体制作りが必要ではな

いか 

・市町村における医療的ケア児等コー

ディネーターの配置や支援に係る協

議の場の設置を促進するため，県内

７圏域にアドバイザーを配置し，自

立支援協議会への参画等を通じてコ

ーディネーターの設置等に係る助言

や働きかけ等を行っています（令和 6

年 5月時点で 21市町がコーディネー

ターを配置）。 

【資料１の３ページ「医療的ケア児等

コーディネーター活用・連携促進事

業」】 

・医療的ケア児等コーディネーターの

実践力向上を図るため，コーディネ

ーター養成研修終了者を対象とした

フォローアップ研修を行っていま

す。 

【資料１の３ページ「医療的ケア児等

コーディネーター活用・連携促進事

業」】 

・医療的ケア児等コーディネーター養

成研修修了者の現況調査を行い，最

新の名簿を県医療的ケア児等支援セ

ンターや保健所，市町村へ情報共有

しています。 

2 

支援センターだけが相

談対応や調整等を担っ

ていくのは今後ますま

す厳しくなっていく。 

3 

医療的ケ

ア児等へ

の障害福

祉サービ

ス等に関

すること 

市町村が行うレスパイ

トのための訪問看護利

用に係るサービスにつ

いて，活用を進めてほし

い。 

・レスパイト等のために訪問看護を利

用する医療的ケア児等の御家族に対

し，市町村が助成を行う場合に，当該

市町村に対して補助を行っていま

す。 

【資料１の７ページ「市町村地域障害

児支援事業」】 

・市町村に対しては事業の周知に努め

ており，令和 6 年度は，中種子町で
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新たに事業が開始されたところで

す。 

4 

レスパイトで御家族が

休める環境を作ってい

くことが重要。 

・医療的ケア児等を新たに受け入れる

又は受入定員を増やす事業所に対し

て，令和６年度から，受入のために必

要となる備品購入費等へ補助を行っ

ています（対象事業所：短期入所，生

活介護，障害児通所支援等）。 

【資料１の７ページ「医療的ケア児等

受入促進事業」】 

・令和７年度に，障害福祉サービス等

事業所に対して，医療的ケア児等の

受入に係る状況，受入のために必要

なこと等について調査を行う予定で

す。 

【資料３】 

5 

医療的ケア児が 18 歳以

上になって特別支援学

校を卒業するなどした

後の支援について，生活

介護での受入が少ない。 

6 

送迎などの移動支援が

課題である。 

・県内２校の特別支援学校（鹿児島特

支，鹿屋特支）に在籍し，保護者送迎

で通学する医療的ケア児が，保護者

が付き添うことなく医療的ケアを受

けながら通学できるようにするモデ

ル事業を令和６年度から行っていま

す。 

【資料１の 15～16ページ「医療的ケア

児通学支援モデル事業」】 

・令和 7 年度に，医療的ケア児等の移

動支援に係るニーズ等について調査

を行う予定です。 

【資料３】 

7 

療育手帳などの交付手

続きに時間を要してい

るため，改善を求める。 

・療育手帳の交付手続きにおいては，

急を要する場合等には，予約キャン

セルが出た場合の「キャンセル待ち」

を案内する等，早期に対応できるよ

う努めているところです。 

・今後とも，各児童相談所・知的障害者

更生相談所と連携を図りながら，療

育手帳の交付手続に要する期間の改

善に努めてまいります。 
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8 

医療的ケ

ア児等へ

の保育・教

育等に関

すること 

保育や学校の現場など

で，入園・入学してから

教員等が喀痰吸引等の

第 3号研修を受けている

が，入園・入学前に研修

を受けられるようにし

てほしい。 

・県が実施する第 3 号研修の基本研修

については，介護職員，教員，保育士

等を対象として例年３回実施してお

り，対象者の入園・入学前に受講可能

です（申込多数の場合は，実地研修の

受講予定者を優先）。 

9 

医療的ケ

ア児等の

災害対応

に関する

こと 

災害が起こったときに，

医療的ケア児等をどう

支援していくか準備し

ておく必要がある。 

・在宅で人工呼吸器を使用する患者の

停電時に備えるため，貸し出し用の

簡易自家発電装置等を購入する医療

機関に対して補助を行っておりま

す。 

【資料１の 10ページ「在宅人工呼吸器

使用者非常用電源整備事業」】 

・市町村において，地域の特性や障害

者の状況に応じ，日常生活用具の給

付等を行っており，令和６年度に発

電機又はバッテリーを対象品目とし

ている市町村は，13市６町（見込）

となっております。 

【資料１の９～10ページ「市町村地域

生活支援事業」】 

・令和 7 年度に，個別の医療的ケア児

等に係る災害対応のニーズや準備状

況等について調査を行う予定です。 

【資料３】 

 


